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3１．供給計画について

 供給計画とは、電気事業法第２９条に基づき、電気事業者が作成する今後
１０年間の電気の供給並びに電気工作物の設置及び運用についての計画で
あり、毎年、当該年度の開始前に、電力広域的運営推進機関（以下「本
機関」という。）を経由して国に届け出ることとなっている。

 本機関は、電気事業者から供給計画の提出を受けたときは、短期・中長期の
電力需給の見通し、電源や送電線の開発計画等を取りまとめるとともに、その内
容について意見があるときは当該意見を付して国に提出する。

 なお、国は、供給計画が広域的運営による電気の安定供給の確保その他の電
気事業の総合的かつ合理的な発達を図るため適切でないと認めるときは、電気
事業者に対し、その供給計画を変更すべきことを勧告することができる。
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２．２０１８年度供給計画の振返り



5２‐１．２０１８年度の需給バランス実績（夏季８月の最大３日平均）

 ２０１８年８月のエリアのＨ３需要発生日の需給バランス※1を以下に示す。

 全エリアで、当日断面において最低限必要な予備率（３％以上※2）を確保できていた。
（7月18日の関西エリアへの電力融通※３は、7月実績のため対象外）

※１）広域機関システムにて公表している以下のデータを使用
 需要実績：8月のエリア最大3日平均電力（以下「Ｈ３需要」と記載）
 供給力：8月のエリア最大3日平均電力発生日の当日供給力（3日平均値）
※２）沖縄エリアは最大電源ユニットと周波数制御機能あり調整力（電源Ｉ－ａ）を除く供給力が需要を上回ること。

（エリア需要の20.2％以上）
※３）融通に至った要因等は第３３回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2018年10月23日）で報告済



6２‐１．２０１８年度の需給バランス実績（冬季１月の最大３日平均）

 ２０１９年１月のエリアのＨ３需要発生日の需給バランスを以下に示す。

 １月１０日に中部エリアで需給がひっ迫し、他エリアから中部エリアへ電力融通を行った※が、その日も含
め、全エリアで当日断面において最低限必要な予備率（３％以上）を確保できていた。

※融通に至った要因等は第３６回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年2月19日）で報告済



7２‐２．２０１８年度供給計画の取りまとめで抽出された課題

 ２０１８年度供給計画の取りまとめでは、電力自由化の進展や再生可能エネルギーの増大
に伴い、今後の電力安定供給のための供給力及び調整力確保という観点から、供給計画の
取りまとめに、以下３点の意見を付して、経済産業大臣へ提出を行った。



8２‐２．２０１８年度供給計画の取りまとめで抽出された課題

１．容量市場創設時及びその先を見据えた安定供給確保が必要
（概要）
• 供給計画の取りまとめでは、旧一般電気事業者（小売及び発電部門）が離脱需要の増に応じて
保有する供給力を減少させていく一方で、シェアを増やした中小規模の小売電気事業者は調達先
未定などにより自らが確保する供給力の割合が低いことから、結果的にエリアの予備率が減少している
と分析した。この傾向が今後も急速に進むものと想定すると、容量市場による容量確保が開始される
前に需給がひっ迫することが現実的な問題として懸念される。

• このため本機関としては、容量市場が機能するまでの間の供給力を確実に確保するため、国とも連携
をとりながら、制度的な措置を含めた具体的な方策について検討を進めていく。

• その際には、供給計画においてみなし小売電気事業者が長期の予備率を１～３％としていることと、
かつて、みなし小売電気事業者が自らの予備率について審議過程で提示した５％との整合性や、み
なし小売電気事業者が本来確保すべき計画段階での供給力のあり方についても併せて確認する。

【対応状況】
• 容量市場が機能するまでの間の供給力を確実に確保するため、２０１８年１２月に本機関からす
べての電気事業者に対して「供給計画における供給力確保に関する要請について」を発出し、需要
ピーク時を極力避けた設備補修と、小売電気事業者へは可能な限り調達先を確定することを要請
した。また、２０１９年４月からは「発電設備等の情報に関する掲示板」の運用を開始し、発電事
業者の多様な供給先の確保による電源の退出防止を図る。

• みなし小売電気事業者に対して、長期の予備率１～３％と審議過程で提示した予備率５％との整
合性や、本来確保すべき計画段階での供給力のあり方について確認し、第３１回 調整力及び需給
バランス評価等に関する委員会（2018年7月25日）で報告した。



9２‐２．２０１８年度供給計画の取りまとめで抽出された課題

２．冬季を含めた残余需要最大時の需給バランス評価の必要性について
（概要）
• 現在、夏季に最大需要が発生するエリアでは、長期の需給バランスは夏季のみを確認している。その一方で、
残余需要（計画）を比較すると夏季と冬季で逆転する傾向にあることから、本機関としては、中長期の供給
力・調整力確保や、短期の作業停止調整などを考える上で、冬季の需給バランス評価における太陽光発電
供給力の予測誤差の影響や、ｋＷｈバランスを考慮した揚水供給力の評価方法などにも留意して検討して
いくこととする。

• また、需給ひっ迫が見込まれるような場合に、国民や需要家全般に節電等の何らかの要請をする前の措置と
して、本機関の会員である電気事業者（発電・小売電気事業者）に対して的確にその状況を周知するとと
もに、必要に応じて適切な対応を促す仕組みなど、需給ひっ迫時の対応の在り方について国と連携して検討
していく必要がある。

【対応状況】
• 平年Ｈ３需要に対しては、供給計画の取りまとめ時期（３月末）に、最大需要発生時だけでなく残余需
要最大時の需給バランスについて、第１年度の冬季を含めて確認してきた。加えて、厳気象Ｈ１需要に対
しても、２０１９年３月の電力需給検証時から、最大需要発生時だけでなく残余需要最大時の需給
バランスも確認することとした。

• 国の審議会（制度検討作業部会）と連携しつつ、容量市場の在り方等に関する検討会において、需給
ひっ迫のおそれがあるときのリクワイアメントを整理し、需給ひっ迫のおそれがあるとき、落札した発電事業者
等に対し、稼働可能な電源等については、契約している小売電気事業者等に供給すること又はスポット市
場等の卸電力市場・需給調整市場に応札することに加え、一般送配電事業者の指示等があった場合に電
気を供給することなどを求めることとした。

• また、需給ひっ迫時の電気の価値を適切に表し、需給ひっ迫時は適切に需要を減らす又は供給を増やすイ
ンセンティブとなる新たなインバランス料金制度（補助的施策、制度的・経済的な対応を含む。）の在り
方について、2019年５月を目途に結論を出すべく、資源エネルギー庁（電力・ガス基本政策小委員会）、
電力・ガス取引監視等委員会（制度設計専門会合）の検討に協力中。



10２‐２．２０１８年度供給計画の取りまとめで抽出された課題

３．中長期的な調整力の確保について
（概要）
• 供給計画の取りまとめでは、再生可能エネルギーの増加を踏まえた２０１８年度の軽負荷期の需給
バランスにおいて、複数のエリアで優先給電ルールによる火力電源等の抑制や、再生可能エネルギー電
源の抑制が必要となる可能性のあることが示された。

• 併せて、下げ代調整力が不足する中で揚水発電能力がエリア間で偏在している状況にあること、太
陽光発電供給力の急な減少に対応する出力変化速度の速い調整力の必要性が高まっていること、
太陽光発電の予測誤差に対する予備力としての調整力の必要量も増加していること、が確認された。

• 上記を勘案すると、電源Ⅱ調整力の余力が相当程度期待できることを前提に、エリアで一律に設定
している現状の電源Ⅰ調整力募集量（７％）の妥当性について、改めて検討する必要がある。

• 本機関としては、国や一般送配電事業者と連携をとって、必要な調整力が広域的、経済合理的に確
実に調達できる仕組みとしての需給調整市場について、その詳細設計の中で構築していく。

【対応状況】
• 本機関では、２０１７年３月に「調整力及び需給バランス評価等に関する委員会」のもとに「調整
力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会」を立ち上げ、需給調整市場創設に向け
て必要な調整力の量・質等条件などの技術的検討を進めてきた。２０１８年２月には、需給調整
市場に関する事項全般について技術的課題も含めて審議する「需給調整市場検討小委員会」を立
ち上げ、検討を深めている。

• 現状の電源Ⅰ調整力募集量については、第３１回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員
会（2018年7月25日）において、偶発的需給変動対応の必要供給予備力確保策の観点も踏
まえ7%が妥当であると整理し、太陽光発電の予測誤差等に対応するために調整力が不足する可
能性がある場合には、電源Ⅱ事前予約により必要な調整力を確保することを可能とし、事後検証に
より妥当性を評価することとした。
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３．２０１９年度供給計画の取りまとめに当たって



12３‐１．２０１９年度供給計画の提出スケジュール

 ２０１９年度供給計画の提出及び取りまとめスケジュールは以下のとおり。

供給計画の提出の流れ 供給計画等の提出時期※

供給計画の提出期限

①電気事業者（一般送配電
事業者を除く）から本機関へ
の供給計画提出期限

３月１日
（２月１０日）

②一般送配電事業者から本
機関への供給計画提出期限

３月２５日
（３月１０日）

③本機関から国への供給計画
取りまとめ送付期限

３月末日

※事業者の提出期限は送配電等業務指針にて規定

（ ）内は本機関への供給計画（案）の提出期限



13３‐２．２０１９年度供給計画の取りまとめ事業者数

事業者ライセンス
２０１９年度供給計画

取りまとめ
（参考）２０１８年度
供給計画取りまとめ

発電事業者 ７２５ ６４２

小売電気事業者 ５３５ ４４８

登録特定送配電事業者 ２２ １９

特定送配電事業者 ５ ４

送電事業者 ２ ２

一般送配電事業者 １０ １０

合 計 １,２９９ １,１２５

●２０１９年度供給計画取りまとめ事業者数※

※2018年11月末日までに電気事業者登録されている事業者、および2018年12月以降に新たに電気事業者と
なった者のうち3月1日までに供給計画を本機関へ提出した者（3者）の供給計画を取りまとめた。
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（余 白）
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４．２０１９年度供給計画の取りまとめについて



16４．２０１９年度供給計画の取りまとめについて ～取りまとめ項目

電気事業法施行規則
（供給計画の取りまとめ送付書）

概要

１．電力需要想定 －

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）
全国大及び各エリアの前年度及び第一年度の電力
需要の実績及び見通し

（２）当該年度以降10年間の見通し（長期）
全国大及び各エリアの第二年度～第十年度の電力
需要の見通し

２．需給バランス －

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）
全国大及び各エリアの前年度及び第一年度の電力
需給バランスを評価

（２）当該年度以降10年間の見通し（長期）
全国大及び各エリアの第二年度～第十年度の電力
需給バランスを評価

３．電源構成の変化に関する分析
電源開発（廃止）計画等から全国大の電源構成の
変化等を分析

４．送配電設備の増強計画 各エリア及び地域間連系線の増強計画の取りまとめ

５．広域的運営の状況 エリア間の取引計画の状況を取りまとめ

６．電気事業者の特性分析 ライセンス毎の電気事業者の特性を分析

７．その他 取りまとめでの気付き事項・課題など

 供給計画で取りまとめる項目は、電気事業法施行規則の「供給計画の取りまとめ送付書」に
記載されており、これに従い供給計画の取りまとめを実施した。



17４－１．電力需要想定

４－１．電力需要想定

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－２．需給バランス

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－３．電源構成の変化に関する分析

４－４．送配電設備の増強計画

４－５．広域的運営の状況

４－６．電気事業者の特性分析

４－７．その他



18４－１．電力需要想定（系統需要の想定）

2018年度
実績

2019年度
見通し

2028年度
見通し

最大需要
電力

15,970万kW 15,907万kW 15,735万kW
[ ▲0.1% ]

年間需要
電力量

8,869億kWh 8,905億kWh 8,821億kWh
[ ▲0.1% ]

年負荷率 63.4% 63.9% 64.0%

●需要想定の元とした全国の経済見通し

2018年度 2028年度

国内総生産
（ＧＤＰ）

538.3兆円 572.5兆円
[ + 0.6% ]

鉱工業生産指
数（ＩＩＰ）

104.3 108.5 
[ + 0.4% ]

人 口 1億2635万人 1億2072万人
［▲0.5%］

●需要想定（全国合計、送電端）

本機関は、今後１０年間の人口や経済指標（ＧＤＰ、ＩＩＰ等）の見通し等により一般送配電事業者
が想定した供給区域需要から、全国の需要想定（系統需要の想定）を策定した。最大需要電力（８月・
送電端・Ｈ３需要）及び年間需要電力量（送電端）の全国合計値は、短期的には至近の需要動向を
反映して昨年よりも若干高い想定となったが、中長期的には経済指標の水準低下、至近の省エネ進展の反
映などにより、昨年とほぼ同程度の想定となり、この結果、２０１８年度から２０２８年度にかけてほぼ横
ばいとなった。

・2018年度実績欄は気温補正後の値。
・2018年度の年間需要電力量及び年負荷率は推定実績を示す。
・〔 〕内は2018年度実績に対する年平均増減率

（▲



19４－２．需給バランス

４－１．電力需要想定

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－２．需給バランス

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－３．電源構成の変化に関する分析

４－４．送配電設備の増強計画

４－５．広域的運営の状況

４－６．電気事業者の特性分析

４－７．その他



20４‐２‐１．需給バランス評価の方法

小売電気
事業者
供給力

一般送配電
事業者供給力

発電事業者
供給力

発電余力

 エリア内の供給力は、①小売電気事業者の供給力 ②一般送配電事業者の供給力（調整力、離島供給力） 及び
③発電事業者の発電余力を合計したものとする。

 需給バランス評価の基準は、エリア毎に「エリアのＨ３需要に対して供給力の予備率が８％以上あること（予備率最小時
刻がＨ３需要発生時刻以外の場合は、予備率最小時刻でも予備率が８％以上あること）」とする。ただし、沖縄エリアにお
いては、小規模単独系統であることから、 「最大電源ユニット脱落時に、「周波数制御機能あり調整力（電源Ｉ－ａ）」
を除く供給力がＨ３需要を上回ること（予備率最小時刻でも同様に計算した供給力が需要を上回ること）」を基準とする。

 予備力が８％に満たない場合は、連系線に空容量があればエリア間の供給力を相互に振り替えた評価も考慮する。

自エリア
販売分

非電気事業者（FIT太陽
光、自家発余剰購入等）

からの調達分

一般送配電
販売分

他エリア
販売分

他エリア
調達分

自エリア
調達分

一般送配電
供給力

一般送
配電

小売電気
事業者
確保済
供給力

他
の
エ
リ
ア

Ｈ３
需要

エリア内
供給力

エリアの予備力は一旦、自エリアの供給力として評価。ただし、
連系線の空容量がある場合、他エリアの供給力に振り替え
ることも考慮

＋８％

供給力

Ｂエリア

発電余力

一般送
配電

小売電気
事業者
確保済
供給力

Ｈ３
需要

＋８％

発電
余力

供給力

Ａエリア

連系線



21(参考)一般送配電事業者の供給計画での需給状況の記載

小売１

８
０

需要調達

発電１

１
２
０

発電

Ａ
Ｂ

販売

Ｄ
Ｅ

発電２

１
４
０

Ｆ

Ｇ
Ｈ

小売２

１
０
０

小売３

１
２
０

Ａ
Ｄ
Ｘ

Ｂ
Ｅ Ｈ

Ｚ

Ｘ

Ｉ

Ｚ

Ｇ

発電
販売

発電 販売

需要調達 需要調達

発電
余力

調達先
未定

●一般送配電事業者の供給計画
エリア内の発電事業者の発電・販売計画、小売電気事業者の調達・需要計画を取りまとめて、今後１０年間のエリアの需

給状況を記載する。

一般送配電

Ｆ
Ｃ

調整力

Ｉ
Ｃ

Ａ
Ｄ
Ｘ

Ｂ
Ｅ
Ｇ

Ｈ
Ｚ

Ｆ
Ｃ

小売３

小売２

小売１

調整力

発電
余力

エリア内の小売電気事業者が確保済の供給力、
発電事業者が保有している発電余力、一般送
配電事業者が調達した供給力を加算してエリア
内の供給力とする。

一般送配電事業者による
エリア内の供給力算出方法（注１）

エ
リ
ア
の
供
給
力

非電気事業者の供給力
は小売事業者の調達分
にて捕捉する。

発電
余力

非電気事業者

２
５
０

エリア需要（注2）

注１）供給力及び発電余力の算出方法は、「電力需給
バランスに係る需要及び供給力計上ガイドライン（資源エ
ネルギー庁、２０１８年１２月）」及び「２０１９年度
供給計画届出書の記載要領（資源エネルギー庁、２０
１８年１２月）」に記載の方法による。
注２）一般送配電事業者が想定したエリア全体の需要
想定



22４‐２‐１．需給バランス評価の方法（供給力の計上）

供給力及び発電余力の算出方法は、「電力需給バランスに係る需要及び供給力計上ガイドライン（資源エネルギー庁、
２０１８年１２月）」及び「２０１９年度供給計画届出書の記載要領（資源エネルギー庁、２０１８年１２月）」
に記載の方法による。以下にその概要と今年度の供給計画における特記すべき事項を記載する。

（１）原子力発電
再稼働の有無に関わらず、供給力に計上するかどうかは事業者判断としている。なお、今年度も、発電事業者の供
給計画提出時点（２０１９年３月１日）で再稼働していないものは、今後１０年間の供給力を「未定」（＝
「ゼロ」）として届出られている。

（２）火力発電
事業者が保有する発電設備のうち、休止（長期間の計画停止）しているもの、稼働を見込まない状態で保管停止す
るもの、及び定期検査等による作業計画がある場合は供給力に含めていない。

（３）水力発電
自流式について、降雨等によって出水量が変化するため、月ごと（１～１２月）に供給力が低かった下位５日の
平均値（Ｌ５）を過去３０年間平均した値を供給力として計上している。

（４）太陽光発電
過去２０ヵ年の最大３日平均電力の該当日において、エリアの一般送配電事業者が指定する時間における発電
推計データ（計６０データ）から、下位５日平均値（Ｌ５）を算出し、これより自家消費分（算定対象期間は直
近の５年間）を減じて算出したものを供給力として計上している。

（５）風力発電
過去の発電実績が把握可能な期間について、水力の評価手法を参考に、最大需要発生時における発電実績の下
位５日平均値（Ｌ５）により評価した値を供給力として計上している。



23４‐２‐２．予備率最小時刻での評価について

 需給バランス評価はエリアの予備率が最も小さくなる時刻で行った。

 一方で、供給計画届出書※では、事業者からエリアの最大需要発生時刻の需給データ（電力需要及び
供給力）を収集するようになっているため、予備率最小発生時刻での需給バランス評価を行うためには、
事業者から収集した需給データの時刻ずれの補正を行う必要がある。

※電気事業法施行規則第４６条（供給計画の届出）では、事業者は最大電力発生時の供給力の提出が求めら
れている。供給計画の仕組みの変更（法令改定等）については、国とともに引き続き検討を行う。

 そこで、予備率最小時刻と最大需要発生時刻が異なるエリアにおいて、一般送配電事業者から入手し
たデータを用いて時刻ずれ補正を行い、予備率最小時刻の需給バランス評価を行った。

【補正を行ったデータ】

・太陽光供給力（Ｌ５）の時刻ずれ補正

・揚水発電供給力の時刻ずれ補正

・エリア需要の時刻ずれ補正



24４‐２‐２．予備率最小時刻での評価について 各エリアの最小予備率（１）

 各エリアの月ごとの最大需要発生時刻と予備率最小時刻を確認した結果は以下のとおり。

夏季を中心に、予備率最小時刻は最大需要発生時刻から夕刻へずれているエリアがほとんどである。

最大需要発生時刻

予備率最小発生時刻



25４‐２‐２．予備率最小時刻での評価について 各エリアの最小予備率（２）

最大需要発生時刻

予備率最小発生時刻



26４‐２‐２．予備率最小時刻での評価について 各エリアの最小予備率（３）

 長期（２０１９～２０２８年度まで）の各エリア８月における時刻別の予備率を確認
した結果、最小予備率となる時刻は１５時、１７時、１９時、２０時のいずれかであるこ
とがわかった。

エリア 最大需要発生時刻 予備率最小時刻

北海道 １５時 ⇒ １７時

東北 １５時 ⇒ １７時

東京 １５時 ⇒ １５時

中部 １５時 ⇒ １７時

北陸 １５時 ⇒ １７時

関西 １５時 ⇒ １７時

中国 １５時 ⇒ １７時

四国 １５時 ⇒ １５時
第３年度以降は１７時

九州 １５時 ⇒ １９時

沖縄 １５時 ⇒ ２０時

●各エリア（８月）の最大需要発生時刻と予備率最小時刻



27４‐２‐３．供給計画における供給力確保に関する要請について

 容量市場が機能するまでの間の供給力を確実に確保するため、供給計画の取りまとめの前
（2018年12月27日）に「供給計画における供給力確保に関する要請について」を本機関
からすべての電気事業者向けに発出し、需要ピーク時を極力避けた設備補修と、小売電気
事業者へは可能な限り調達先を確定することを要請した。また、補修計画については、国とも
連携し、主要な事業者に対して個別に協力を要請したうえで、ヒアリング等で状況を確認した。

【要請内容】

１．容量市場が機能するまでの間の供給力を確実に確保
するため、設備補修については夏季・冬季の需要ピーク
時を極力避けた計画としていただきますようお願い致しま
す。
（補修計画については個別にヒアリングを実施させていただく
場合があります）

２．上記分析結果から、調達先未定の供給力の確保※が
今後は難しくなることが予想されるため、小売電気事業者
は可能な限り調達先を確定させるよう努めていただきます
ようお願い致します。
※供給計画では、小売電気事業者の供給力確保の適
正性を、Ｈ３需要（年間最大３日平均の需要）に対
する予備率１～３％（持続的需要変動対応に相当）
を目安に確認しています。



28４‐２‐３．２０１９年度の発電機補修に伴う供給力減少分（全国合計）

 ２０１９年度各月の発電事業者の補修計画（10万kW以上の発電設備について補修に
よる供給力減少分を集計したもの）の全国合計を以下に示す。

 本機関からの要請を受けて、需給が相対的に厳しい夏季及び冬季において、２０１８年度
供給計画に比べて更に補修量が抑えられている。



29

 エリア需要に対する全小売電気事業者の確保済供給力の比率（エリア確保済供給力比率※）の
推移を表したグラフを以下に示す。

 確保済供給力の比率は、２０１９年度から１００％を下回り、後年次になるに従い徐々に下がって
いく傾向にある（２０１８年度供給計画でも同様の傾向）。

※エリア確保済供給力比率＝全小売電気事業者の確保済供給力÷エリア需要（全国計）×100％

４-２-３．小売電気事業者の確保済供給力の状況



30４‐２‐４．需給バランス評価の検討ステップ

４‐２‐５：エリア内の供給力積上げ※から需給バ
ランスを評価（その際、評価時刻を最大需要発
生時刻から予備率最小時刻へ補正して評価）

４‐２‐６：地域間連系線を活用し、他エリア供
給力を振り替えた場合の需給バランスを評価

４‐２‐８：地域間連系線を活用し、他エリア供
給力を振り替えた場合の需給バランスを評価

４‐２‐９：供給計画に記載されていない電源
開発計画を加えた場合の需給バランスを評価

４‐２‐７：エリア内の供給力積上げ※から需給
バランスを評価（その際、最大需要発生時刻に
加え、予備率最小時刻も評価）

短期（２０１９年度月別）評価の検討ステップ 長期（２０１９～２０２８年度）評価の検討ステップ

４‐２‐10：需給バランス評価のまとめ

 短期及び長期の需給バランス評価の検討ステップは以下のとおり。

 短期評価は、届出書記載の最大需要発生時刻のデータを予備率最小時刻へ補正して評価した。

 長期評価は、最大需要発生時刻（全国一律１５時）に予備率最小時刻（１７時、１９時、２０
時）も加えて評価した。また、供給計画に記載されていない電源開発計画の供給力を加えた評価を行った。

４‐２‐11：取りまとめ結果についての分析

※本機関で算出した連系線混雑量の各エリアへの割り戻し量を加算



31４‐２‐５．【短期】需給バランス評価（2019年度月別、全国合計）

 ２０１９年度の月ごとの需要と供給力（全国合計）※の見通しを以下に示す。

全国大では、最も予備率が低い８月で９.３％であり、通年において８％以上となっている。

※各エリアの最小予備率断面の需要と供給力を全国合計したもの



32

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

北海道 36.2% 47.4% 57.0% 21.1% 22.2% 24.9% 19.7% 19.5% 25.0% 19.6% 21.5% 23.8%

東北 19.8% 26.8% 16.9% 14.3% 11.5% 13.1% 9.8% 12.0% 11.3% 10.9% 12.0% 12.4%

東京 20.2% 30.8% 18.7% 8.5% 8.7% 22.6% 23.8% 16.5% 20.0% 18.4% 16.7% 23.8%

東３社計 21.3% 31.2% 20.9% 10.3% 10.0% 20.9% 20.6% 15.8% 18.6% 16.9% 16.1% 21.4%

中部 26.9% 21.1% 19.7% 8.4% 10.1% 17.8% 19.0% 17.2% 8.7% 10.1% 11.8% 17.6%

北陸 28.1% 24.0% 15.0% 16.1% 11.0% 15.6% 13.3% 8.1% 13.7% 9.4% 9.3% 16.2%

関西 30.6% 25.3% 14.0% 6.5% 5.5% 16.0% 19.9% 19.9% 8.7% 11.8% 10.4% 17.3%

中国 24.1% 21.9% 16.8% 12.6% 11.2% 14.8% 19.3% 12.6% 0.6% 8.4% 9.8% 16.6%

四国 42.9% 39.9% 30.1% 20.2% 16.1% 14.9% 23.8% 26.0% 15.8% 4.2% 5.3% 2.4%

九州 35.5% 26.0% 12.7% 9.6% 4.8% 9.3% 16.3% 15.9% 5.4% 9.6% 9.1% 25.7%

中西６社計 30.1% 24.5% 16.8% 9.7% 8.3% 15.1% 18.8% 17.1% 7.8% 9.9% 10.1% 17.8%

９社合計 26.0% 27.5% 18.6% 9.9% 9.1% 17.7% 19.6% 16.5% 12.5% 13.0% 12.8% 19.4%

沖縄 55.3% 41.9% 35.7% 33.1% 33.5% 38.1% 46.9% 53.9% 73.8% 70.3% 78.0% 84.3%

１０社合計 26.3% 27.6% 18.8% 10.2% 9.3% 17.9% 19.9% 16.9% 12.9% 13.4% 13.2% 19.9%

４‐２‐５．【短期】需給バランス評価におけるエリア別予備率

●２０１９年度月毎の予備率 赤セル：予備率が８％未満のエリア・月

 ２０１９年度における各エリアの月ごとの予備率（エリア・月毎の予備率最小時刻での値）
は下表のとおり。ほとんどのエリアで予備率８％以上を確保できているが、関西、中国、四国、
九州エリアでは、一部の月において予備率８％を下回っている。

 沖縄エリアについて、最大電源ユニット脱落時に「周波数制御機能あり調整力」を除いた場合
の予備率を算出した結果、いずれの月も予備率が０％以上（供給力≧Ｈ３需要）となる
見通しである。

最大電源ユニット（２４．４万ｋＷ）脱落時に周波数制御機能
あり調整力（５．７万ｋＷ）を除いた場合の予備率を算出

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

沖縄 26.4% 17.1% 14.0% 12.7% 13.1% 17.1% 24.2% 27.0% 43.4% 41.3% 48.8% 53.4%



33４‐２‐６．【短期】需給バランス評価（2019年度月別）～連系線活用後

●２０１９年度 各エリアの月毎の予備率（連系線活用後）

 地域間連系線を活用して、予備率が高いエリアから低いエリアへ、各エリアの予備率が均平化するように連
系線の空き容量の範囲内で供給力を振り替えた※。その結果、すべてのエリアで年間を通じて予備率
８％以上を確保できる見通しとなった。

※連系線活用において、各エリアの評価時刻は異なるが、各エリアの予備率最小時刻での他エリアへ振替できる量を算定しているため、
振替可能量は、評価時刻を合わせた結果よりも少なくなり、安全サイドの評価（予備率が少なく見積もられる評価）となっている。

（注）本検討は、地域間連系線の空き容量の範囲内で供給力を振り替えた。空容量の算出は以下の式を使用した。
○空容量＝①（運用容量）－②（マージン）－③（8月15時断面の連系線計画潮流値）
①：「2019～2028年度の連系線の運用容量（年間計画・長期計画）（2019年3月1日;本機関）」の2019年度の平日・昼間帯の値
②：「2019・2020年度の予備力・調整力及び潮流抑制のためのマージン（年間計画）(2019年3月1日;本機関）」の2019年度平日の値
③：2019年度供給計画届出書の「電気の取引に関する計画書（様式第36表）」に記載されている月毎の計画潮流値

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

北海道 21.3% 29.8% 45.2% 11.3% 12.4% 19.2% 19.6% 16.0% 16.9% 15.4% 14.6% 22.3%

東北 21.3% 28.9% 17.8% 11.3% 9.0% 19.2% 19.6% 16.0% 16.9% 15.4% 14.6% 19.3%

東京 21.3% 28.9% 17.8% 9.8% 9.0% 19.2% 19.6% 16.0% 16.9% 15.4% 14.6% 19.3%

中部 30.1% 26.3% 17.8% 9.8% 9.0% 16.8% 19.6% 17.0% 9.1% 11.1% 11.3% 19.3%

北陸 30.1% 26.3% 17.8% 9.8% 9.0% 16.4% 19.6% 17.0% 9.1% 11.1% 11.3% 19.3%

関西 30.1% 26.3% 17.8% 9.8% 9.0% 16.4% 19.6% 17.0% 9.1% 11.1% 11.3% 19.3%

中国 30.1% 26.3% 17.8% 9.8% 9.0% 16.4% 19.6% 17.0% 9.1% 11.1% 11.3% 19.3%

四国 30.1% 26.3% 17.8% 9.8% 9.0% 16.4% 19.6% 17.0% 9.1% 11.1% 11.3% 19.3%

九州 30.1% 26.3% 17.8% 9.8% 9.0% 16.4% 19.6% 17.0% 9.1% 11.1% 11.3% 19.5%

９社合計 26.0% 27.5% 18.6% 9.9% 9.1% 17.7% 19.6% 16.5% 12.5% 13.0% 12.8% 19.4%

沖縄 55.3% 41.9% 35.7% 33.1% 33.5% 38.1% 46.9% 53.9% 73.8% 70.3% 78.0% 84.3%

１０社合計 26.3% 27.6% 18.8% 10.2% 9.3% 17.9% 19.9% 16.9% 12.9% 13.4% 13.2% 19.9%



34４－２．需給バランス

４－１．電力需要想定

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－２．需給バランス

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－３．電源構成の変化に関する分析

４－４．送配電設備の増強計画

４－５．広域的運営の状況

４－６．電気事業者の特性分析

４－７．その他



35４-２-７．【長期】需給バランス評価（振り返り）＜１＞

 ２０１８年３月の供給計画取りまとめ時には、２０２１年度の８月１７時断面で連系線活用後も
供給予備率８％を確保できない結果となった。

 その要因として、旧一般電気事業者（小売及び発電部門）が離脱需要の増に応じて保有する供給力
を減少させていく一方で、シェアを増やした中小規模の小売電気事業者は調達先未定などにより自らが
確保する供給力の割合が低いことから、結果的にエリアの予備率が減少していると分析し、この傾向が今
後も急速に進むものと想定すると、容量市場による容量確保が開始される前に需給がひっ迫することが現
実的な問題として懸念される点を意見として国へ提出した。

２０１８～２０２７年度（８月１７時）予備率（連系線活用後）

２０１８年３月時点



36４-２-７．【長期】需給バランス評価（振り返り）＜２－①＞

２０１８～２０２７年度（８月１７時）予備率（連系線活用後）

２０１８年７月時点

 その後、関西エリアにおける原子力発電の再稼働等による変更供給計画が提出されたため、２０１８
年７月に最新のデータに基づいて電力需給見通しを更新した結果、連系線活用後では依然として予備
率８％以上を確保できない見通しとなったが、供給計画に記載されていない電源開発計画を加算した
場合にすべてのエリア・年度で予備率８％以上を確保できる見通しとなった（37頁参照）ため、第３１
回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2018年7月25日）にて報告した。



37４-２-７．【長期】需給バランス評価（振り返り）＜２－②＞

２０１８年７月時点

２０１８～２０２７年度（８月１７時）予備率（連系線活用後＆工事計画書提出電源加算後）

※供給計画に未計上の電源で、一般送配電事業者に系統アクセス契約申込みがなされ、更に、
電気事業法第４８条（工事計画）の届出がなされている電源を供給力として計上した場合
の８月１７時断面での予備率。



38４-２-７．【長期】需給バランス評価（振り返り）

 その後、関西エリア・九州エリアにおける原子力発電の再稼働等による変更供給計画が提出されたため、
２０１８年９月に最新のデータに基づいて電力需給見通しを更新した結果、すべてのエリア・年度で予
備率８％以上を確保できる見通しとなったため、本機関のホームページで公表した。

２０１８～２０２７年度（８月１７時）予備率（連系線活用後）

２０１８年９月時点
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 ２０２８年度までの電源種別ごとの供給力（８月１５時・全国計）の見通しを以下に示す。
 新エネルギー等発電の供給力（自然変動電源はＬ５値※）は増加する一方で、火力発電の供給力

は大型のリプレース案件の計画等があり、廃止により一旦減少するものの、その後、更新・新規案件により、
増加するトレンドとなっている。

 これらにより、供給力全体として、中間年度に若干落ち込んだ後、増加するトレンドとなっている。
※Ｌ５値とは、「電力需給バランスに係る需要及び供給力計上ガイドライン（資源エネルギー庁）」に記載の月内下位５日平均値
を基に算出した値

※

（※）各電源は事業者から提出された数字を積み上げたもの

４-２-７．【長期】需給バランス評価（電源別供給力）
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新増設分

休廃止分

 全国における火力発電の今後１０年間の新増設及び休廃止計画を、燃料種別ごとに集計した。

 昨年度の計画に比べ、今年度の計画は、休廃止（特に石油火力の休廃止）の計画が2019年度に
前倒しされている。

（注）石油他は、石油・ＬＰＧ・その他ガス・歴青質混合物の合計値

中長期の電源開発及び休廃止計画（設備量ベース、2019年度からの累計値）

【昨年度計画】 【今年度計画】

４-２-７．【長期】需給バランス評価（新増設及び休廃止計画）

※一部、休止電源の再立上げを反映

※



41４-２-７．【長期】需給バランス評価（2019～2028年度）

 ２０１９年度から２０２８年度までの需要と供給力（８月１５時・全国合計）の見通
しを以下に示す。全国大では、最も予備率が低い２０１９年度でも１１．４％と、いずれ
の年においても８％以上となっている。
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 長期（2019年度から2028年度まで）の各エリア８月１５時の予備率は以下のとおり。
東京、中部、関西エリアで予備率８％を下回っている年度がある。

４-２-７．【長期】需給バランス評価におけるエリア別予備率

●2019～2028年度（８月１５時）の予備率 赤セル：予備率が８％未満のエリア・年度

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

北海道 24.0% 23.4% 39.1% 39.7% 40.8% 41.3% 41.6% 41.1% 52.4% 52.5%

東北 14.7% 12.9% 23.1% 25.0% 25.6% 26.9% 27.7% 30.8% 31.6% 32.5%

東京 8.7% 12.0% 9.5% 6.4% 9.5% 11.7% 16.0% 15.2% 14.9% 15.0%

東３社計 10.7% 12.8% 13.8% 11.8% 14.3% 16.2% 19.6% 19.6% 20.2% 20.4%

中部 11.3% 10.7% 2.8% 6.0% 6.7% 7.3% 7.5% 8.2% 8.2% 8.7%

北陸 12.3% 13.1% 12.0% 11.9% 12.1% 12.3% 11.5% 11.4% 11.4% 11.5%

関西 8.2% 14.3% 6.3% 7.8% 10.3% 10.8% 6.8% 7.9% 8.3% 8.6%

中国 13.2% 16.9% 20.6% 14.6% 19.5% 20.0% 20.8% 21.3% 20.4% 20.7%

四国 16.1% 30.2% 14.4% 16.3% 26.3% 26.6% 27.4% 28.1% 28.7% 29.3%

九州 14.5% 26.6% 24.3% 25.5% 26.6% 21.0% 21.0% 19.7% 19.8% 19.9%

中西６社計 11.5% 16.6% 11.1% 12.0% 14.3% 13.8% 12.7% 13.1% 13.2% 13.5%

９社合計 11.1% 14.9% 12.3% 11.9% 14.3% 14.9% 15.8% 16.0% 16.3% 16.6%

沖縄 38.0% 44.4% 38.6% 41.1% 36.5% 43.8% 43.4% 42.8% 42.4% 42.0%

１０社合計 11.4% 15.2% 12.5% 12.2% 14.6% 15.1% 16.1% 16.3% 16.6% 16.9%
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 長期（2019年度から2028年度まで）の各エリア８月１７時の予備率は以下のとおり。
中部、関西エリアでは予備率８％を下回っている年度が１５時に比べて増えている。

 特に、２０２１年度は中西６社合計の予備率が８％を下回っている。

●2019～2028年度（８月１７時）の予備率 赤セル：予備率が８％未満のエリア・年度

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

北海道 22.2% 21.3% 36.8% 37.4% 38.5% 39.0% 39.3% 38.7% 50.0% 50.1%

東北 11.5% 8.7% 18.5% 20.0% 20.3% 21.3% 21.8% 24.6% 25.1% 25.7%

東京 9.0% 12.4% 9.8% 6.6% 9.9% 12.1% 16.5% 15.8% 15.5% 15.5%

東３社計 10.3% 12.3% 13.1% 11.0% 13.6% 15.4% 18.9% 18.8% 19.3% 19.5%

中部 10.1% 9.2% 1.0% 4.2% 4.8% 5.4% 5.6% 6.3% 6.2% 6.7%

北陸 11.0% 11.7% 10.2% 9.9% 9.9% 9.8% 8.8% 8.6% 8.4% 8.3%

関西 5.5% 11.5% 3.3% 4.6% 7.1% 7.5% 3.4% 4.3% 4.7% 4.9%

中国 11.2% 16.2% 19.3% 11.0% 14.6% 15.0% 15.6% 16.0% 15.8% 16.1%

四国 16.1% 30.2% 13.6% 11.5% 21.2% 21.2% 21.7% 22.1% 22.5% 22.8%

九州 9.1% 16.7% 15.5% 16.5% 17.3% 12.1% 12.1% 10.9% 11.0% 11.0%

中西６社計 9.1% 13.4% 7.8% 8.1% 10.2% 9.6% 8.4% 8.7% 8.8% 9.1%

９社合計 9.6% 12.9% 10.1% 9.4% 11.7% 12.2% 13.1% 13.2% 13.5% 13.7%

沖縄 35.7% 42.1% 36.1% 38.5% 33.9% 41.1% 40.7% 40.0% 39.5% 39.0%

１０社合計 9.8% 13.2% 10.4% 9.7% 11.9% 12.5% 13.4% 13.5% 13.8% 14.0%

４-２-７．【長期】需給バランス評価におけるエリア別予備率
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 長期（2019年度から2028年度まで）の各エリア８月１９時の予備率は以下のとおり。
特に九州エリアでは予備率８％を下回っている年度が１７時に比べて増えている。

 沖縄エリアは予備率最小時刻が８月２０時であり、最大電源ユニット脱落時に「周波数制御機能あり
調整力」を除いた場合の予備率は全年度で０％以上（供給力≧Ｈ３需要）となる見通しである。

赤セル：予備率が８％未満のエリア・年度

下表は最大電源ユニット（24.4万ｋＷ）脱落時に周波数制御機能あり調整力（5.7万ｋＷ）を除いた場合の予備率を表示

●2019～2028年度（８月１９時）の予備率

●2019～2028年度（８月２０時）の予備率

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

沖縄 13.1% 19.6% 13.6% 16.0% 11.4% 18.7% 18.3% 17.6% 17.2% 16.7%

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

北海道 24.6% 23.5% 39.3% 39.9% 41.0% 41.5% 41.8% 41.2% 52.9% 52.9%

東北 18.3% 14.9% 25.1% 26.6% 26.7% 27.6% 28.0% 30.8% 31.2% 31.6%

東京 9.6% 13.2% 10.5% 7.0% 10.5% 12.9% 17.6% 16.8% 16.5% 16.5%

東３社計 12.1% 14.2% 15.0% 12.7% 15.4% 17.4% 21.0% 20.9% 21.4% 21.6%

中部 12.8% 12.1% 3.2% 6.8% 7.6% 8.3% 8.5% 9.3% 9.3% 9.8%

北陸 13.8% 13.1% 11.3% 17.0% 10.9% 16.6% 11.1% 15.2% 9.0% 14.8%

関西 10.2% 16.7% 8.0% 9.8% 12.5% 13.0% 8.5% 9.5% 9.8% 10.0%

中国 13.6% 17.1% 20.7% 12.2% 15.9% 16.1% 16.6% 16.8% 16.5% 16.7%

四国 16.1% 30.3% 14.4% 12.4% 22.3% 22.6% 23.0% 23.3% 23.6% 23.7%

九州 4.8% 12.3% 10.6% 11.3% 11.4% 5.7% 5.6% 4.2% 4.1% 4.1%

中西６社計 10.9% 15.2% 9.2% 10.1% 11.8% 11.5% 9.9% 10.4% 10.1% 10.7%

９社合計 11.4% 14.8% 11.8% 11.3% 13.4% 14.1% 14.9% 15.1% 15.2% 15.6%

沖縄 38.4% 44.9% 38.6% 41.0% 36.2% 43.6% 43.1% 42.3% 41.9% 41.3%

１０社合計 11.7% 15.1% 12.1% 11.6% 13.7% 14.4% 15.2% 15.4% 15.5% 15.8%

４-２-７．【長期】需給バランス評価におけるエリア別予備率
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 H３需要の年間最大値が冬季（１月）に想定される北海道・東北エリアにおいて、１月の
予備率が最小となる時刻は両エリアともに１８時(最大需要発生時刻と同じ)であった。

 長期（2019年度から2028年度まで）の１月１８時の予備率は以下のとおり。すべての
エリア・年度で予備率８％を上回っている。

●2019～2028年度（１月１８時）の予備率

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

北海道 19.6% 20.1% 14.7% 16.5% 16.8% 17.0% 17.1% 27.2% 27.2% 27.2%

東北 10.9% 9.8% 11.2% 12.5% 12.8% 13.3% 13.7% 16.0% 16.5% 16.9%

４-２-７．【長期】需給バランス評価におけるエリア別予備率



46４‐２-８．【長期】需給バランス評価（2019～2028年度）～連系線活用後

平成３０～３９年度（８月）の予備率（％） 地域間連系線の活用を考慮

 各エリアで８月の予備率が最小となる各時刻（１５時、１７時、１９時）において、予備
率が高いエリアから低いエリアへ、各エリアの予備率が均平化するように連系線の空き容量の
範囲内で供給力を振り替えて評価した。

 ８月１５時の結果は以下のとおり。すべてのエリア・年度で予備率８％以上を確保できる見
通しとなった。

（注）本検討は、地域間連系線の空き容量の範囲内で供給力を振り替えた。空容量の算出は以下の式を使用した。
○空容量＝①（運用容量）－②（マージン）－③（8月15時断面の連系線計画潮流値）
①：「2019～2028年度の連系線の運用容量（年間計画・長期計画）（2019年3月1日;本機関）」の2019年度・2020年度の平日・昼間帯の値、
2021～2028年度（長期計画）の値

②：「2019・2020年度の予備力・調整力及び潮流抑制のためのマージン（年間計画）（2019年3月1日;本機関）」の2019年度・2020年度平日の値、
「2021～2028年度の予備力・調整力及び潮流抑制のためのマージン（長期計画）（2019年3月1日；本機関）」の値

③：2019年度供給計画届出書の「電気の取引に関する計画書（様式第32第8表）」に記載されている年毎の8月15時断面の計画潮流値

●2019～2028年度（８月1５時）予備率（連系線活用後）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

北海道 14.1% 13.5% 29.9% 29.5% 30.6% 31.1% 31.4% 31.4% 42.7% 42.8%

東北 10.5% 12.8% 11.0% 11.8% 12.9% 14.4% 15.4% 15.6% 16.1% 15.9%

東京 10.5% 12.8% 11.0% 10.4% 12.9% 14.4% 15.4% 15.6% 15.5% 15.9%

中部 11.5% 15.3% 11.0% 10.4% 12.9% 14.4% 15.4% 15.6% 15.5% 15.9%

北陸 11.5% 15.3% 11.0% 10.4% 13.6% 14.4% 15.4% 15.6% 15.5% 15.9%

関西 11.5% 15.3% 11.0% 10.4% 13.6% 14.4% 15.4% 15.6% 15.5% 15.9%

中国 11.5% 15.3% 11.0% 10.4% 13.6% 14.4% 15.4% 15.6% 15.5% 15.9%

四国 11.5% 15.3% 11.0% 10.4% 13.6% 14.4% 15.4% 15.6% 15.5% 15.9%

九州 11.5% 22.7% 18.7% 19.6% 20.5% 14.9% 15.4% 15.6% 15.5% 15.9%

９社合計 11.1% 14.9% 12.3% 11.9% 14.3% 14.9% 15.8% 16.0% 16.3% 16.6%

沖縄 38.0% 44.4% 38.6% 41.1% 36.5% 43.8% 43.4% 42.8% 42.4% 42.0%

１０社合計 11.4% 15.2% 12.5% 12.2% 14.6% 15.1% 16.1% 16.3% 16.6% 16.9%
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 連系線活用後の８月１７時の結果は以下のとおり。

すべてのエリア・年度で予備率８％以上を確保できる見通しとなった。

４‐２-８．【長期】需給バランス評価（2019～2028年度）～連系線活用後

●2019～2028年度（８月1７時）予備率（連系線活用後）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

北海道 12.4% 12.3% 27.6% 27.2% 28.3% 28.8% 29.0% 29.0% 40.4% 40.4%

東北 9.5% 12.3% 9.6% 8.7% 11.2% 11.7% 14.6% 14.8% 14.6% 13.2%

東京 9.5% 12.3% 9.6% 8.7% 11.2% 11.7% 14.6% 14.8% 14.6% 13.2%

中部 9.5% 13.4% 9.6% 8.7% 11.2% 11.7% 11.1% 11.3% 11.4% 12.8%

北陸 9.5% 13.4% 9.6% 8.7% 11.2% 11.7% 11.1% 11.3% 11.4% 12.8%

関西 9.5% 13.4% 9.6% 8.7% 11.2% 11.7% 11.1% 11.3% 11.4% 12.8%

中国 9.5% 13.4% 9.6% 8.7% 11.2% 11.7% 11.1% 11.3% 11.4% 12.8%

四国 9.5% 13.4% 9.6% 8.7% 11.2% 11.7% 11.1% 11.3% 11.4% 12.8%

九州 9.5% 13.4% 9.9% 10.5% 11.2% 11.7% 11.1% 11.3% 11.4% 12.8%

９社合計 9.6% 12.9% 10.1% 9.4% 11.7% 12.2% 13.1% 13.2% 13.5% 13.7%

沖縄 35.7% 42.1% 36.1% 38.5% 33.9% 41.1% 40.7% 40.0% 39.5% 39.0%

１０社合計 9.8% 13.2% 10.4% 9.7% 11.9% 12.5% 13.4% 13.5% 13.8% 14.0%
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 連系線活用後の８月１９時の結果は以下のとおり。

すべてのエリア・年度で予備率８％以上を確保している。

４‐２-８．【長期】需給バランス評価（2019～2028年度）～連系線活用後

●2019～2028年度（８月1９時）予備率（連系線活用後）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

北海道 14.5% 14.2% 29.9% 29.4% 30.6% 31.1% 31.4% 31.3% 43.0% 43.0%

東北 11.4% 14.2% 11.3% 12.1% 12.9% 13.6% 16.5% 16.6% 16.3% 14.9%

東京 11.4% 14.2% 11.3% 10.6% 12.9% 13.6% 16.5% 16.6% 16.3% 14.9%

中部 11.4% 15.2% 11.3% 10.6% 12.9% 13.6% 12.8% 13.2% 12.9% 14.7%

北陸 11.4% 15.2% 11.3% 10.6% 12.9% 13.6% 12.8% 13.2% 12.9% 14.7%

関西 11.4% 15.2% 11.3% 10.6% 12.9% 13.6% 12.8% 13.2% 12.9% 14.7%

中国 11.4% 15.2% 11.3% 10.6% 12.9% 13.6% 12.8% 13.2% 12.9% 14.7%

四国 11.4% 15.2% 11.3% 10.6% 12.9% 13.6% 12.8% 13.2% 12.9% 14.7%

九州 11.4% 15.2% 11.3% 10.6% 12.9% 13.6% 12.8% 13.2% 12.9% 14.7%

９社合計 11.4% 14.8% 11.8% 11.3% 13.4% 14.1% 14.9% 15.1% 15.2% 15.6%

沖縄 38.4% 44.9% 38.6% 41.0% 36.2% 43.6% 43.1% 42.3% 41.9% 41.3%

１０社合計 11.7% 15.1% 12.1% 11.6% 13.7% 14.4% 15.2% 15.4% 15.5% 15.8%



49４‐２-９．供給計画に記載されていない電源開発計画を供給力に加算した場合

 環境影響評価公表情報（環境影響評価方法書提出済みの案件。以下のウェブサイトに掲載。）に
掲載されている電源開発計画のうち、事業者が電源開発の最終意思決定を行い、開発に着手している
ものが、幾分はあると考えられる。

 そこで、供給計画に未計上の電源で、一般送配電事業者に系統アクセス契約申込みがなされ、更に、
電気事業法第４８条（工事計画）の届出がなされている電源を、国の協力を得て調査した。

 その結果、以下のとおり全国で約１３０万ｋWの電源があることがわかった。（２０１８年度供給計
画取りまとめから２５万kW増）

http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/detail/thermal.html

火力発電所環境アセスメント情報（METIウェブサイト）

（万ｋＷ）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

北海道 １０万ｋＷ 0 10 10 10 10 10 10 10 10 10

東北 ９９万ｋＷ 0 92 99 99 99 99 99 99 99 99

中部 ７万ｋＷ 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

四国 ６万ｋＷ 0 6 6 6 6 6 6 6 6 6

九州 ８万ｋＷ 0 8 8 8 8 8 8 8 8 8

合計 １３０万ｋＷ 7 123 130 130 130 130 130 130 130 130

年度別供給力（2019年度からの累計値）
設置エリア 供給力

http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/detail/thermal.html


50４‐２-９．供給計画に記載されていない電源開発計画を供給力に加算した場合

 前頁の電源を供給力として計上した８月１７時断面での予備率は以下のとおり。
すべてのエリア・年度で予備率８％以上を確保している。

●2019～2028年度（８月１７時）予備率（連系線活用後＆工事計画書提出電源加算後）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

北海道 12.4% 13.8% 30.1% 29.7% 30.7% 31.3% 31.5% 31.5% 42.9% 42.9%

東北 9.6% 13.7% 13.2% 14.5% 14.8% 15.5% 16.2% 16.8% 17.3% 14.8%

東京 9.6% 13.7% 10.2% 9.0% 11.8% 12.2% 16.2% 16.2% 15.8% 14.8%

中部 9.6% 13.7% 10.2% 9.0% 11.8% 12.2% 11.4% 11.5% 11.6% 13.0%

北陸 9.6% 13.7% 10.2% 9.0% 11.8% 12.2% 11.4% 11.5% 11.6% 13.0%

関西 9.6% 13.7% 10.2% 9.0% 11.8% 12.2% 11.4% 11.5% 11.6% 13.0%

中国 9.6% 13.7% 10.2% 9.0% 11.8% 12.2% 11.4% 11.5% 11.6% 13.0%

四国 9.6% 13.7% 10.2% 9.0% 11.8% 12.2% 11.4% 11.5% 11.6% 13.0%

九州 9.6% 13.7% 10.3% 11.0% 11.8% 12.2% 11.4% 11.5% 11.6% 13.0%

９社合計 9.6% 13.7% 11.0% 10.2% 12.5% 13.0% 13.9% 14.1% 14.4% 14.6%

沖縄 35.7% 42.1% 36.1% 38.5% 33.9% 41.1% 40.7% 40.0% 39.5% 39.0%

１０社合計 9.9% 14.0% 11.2% 10.5% 12.7% 13.3% 14.2% 14.3% 14.6% 14.8%



51４‐２-10．需給バランス評価のまとめ

 短期（２０１９年度）の需給バランス評価

 すべてのエリア・月において、安定供給の基準とする予備率８％を確保できる見通し。

 中長期（２０２０年度～２０２８年度）の需給バランス評価

 すべてのエリア・時間帯において、安定供給の基準とする予備率８％を確保できる見通し。

 今後とも、変更供給計画の届出や、それに伴う需給バランス状況を注視し、適宜、継続的にバラン
ス評価を行う。



52４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析（全国合計予備率の見通し）

 昨年度と今年度の供給計画における予備率（全国合計）の見通しを比較したものを以下に示す。

 昨年度の供給計画（2018年9月に最新データに更新したもの）に比べ、今年度は至近３ヶ年の予備
率が上昇している（要因分析は後述）。



53４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析（地域別予備率の見通し）

 50Hzエリアは、昨年の厳寒時の需給状況を受けて一部の休止計画を見直したこと等により、昨年度の
供給計画（2018年9月に最新データに更新したもの）よりも全般的に予備率は上昇している。

 60Hzエリアは、新たな休廃止計画が追加されたこと等により、昨年度の供給計画よりも全般的に予備率
は低下している。
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 昨年度と今年度の供給計画における需要（全国合計８月１７時）と供給力（全国合計８月１７
時）の推移を比較した。

 需要想定値は若干増加しているものの、それ以上に供給力（特に至近３ヶ年）が増加している。

４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析（需要と供給力の見通し）
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 至近３ヶ年において、昨年度の供給計画（2018年9月に最新データに更新したもの）より増加した供
給力の内訳は以下のとおり。

 原子力発電所の再稼働が進む一方で休廃止計画が追加されたが、補修計画の抑制で総じて供給力
は増加することとなった。特に、補修計画の抑制については、国の審議会において容量市場の開設以前
に必要供給力が不足した場合の対応について議論がされたこと等から予備率低下に対する意識が高まり、
本機関からの要請及び各社へのヒアリングを行った結果、各社の積極的な協力が得られた。

４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析（供給力の増減内訳）

※その他には原子力発電の再稼働や補修計画によるものを含む
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 旧一般電気事業者の小売部門が自エリア内で想定する自社需要（８月１５時）と、それに対する確
保済供給力の推移について以下に示す。

 旧一般電気事業者の小売・発電部門は、自エリア内の自社需要に対して十分な供給力を確保している。

４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析（旧一電・自エリアでの確保済供給力）

※自エリア供給力比率：小売確保済供給力に、自グループの発電余力（調整力供出後）を加えたもの



57４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析（旧一電・他エリアでの確保済供給力）

 みなし小売事業者間での競争が激化するなか、旧一般電気事業者の小売部門が他エリアで想定する
自社需要（旧一電が過半の資本を占める事業者分を含む）に対する確保済供給力比率を確認したと
ころ、その他新電力と同様に供給力を調達先未定とする傾向が見られた。

 その他新電力については、全国の自社需要に対する確保済供給力比率は中長期的に低下していく。
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 旧一般電気事業者の小売部門（旧一電が過半の資本を占める事業者分を含む）の全国における確
保済供給力（発電余力を含む）としては、他エリアを含めても十分な供給力を確保している

４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析（旧一電の確保済供給力）

※供給力には、発電余力（調整力供出後）を含む
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 今回取りまとめた長期需給バランス評価において、長期計画停止等で供給力として計上していない休止
電源は約１,８００万ｋＷ～２,３００万ｋＷ存在する。

 そのうち、適切な時期に判断・準備すれば休止の延期や１年程度での再立上げが可能な電源を、事業
者ヒアリング等を通じて確認した。その結果、４００万ｋＷ～８００万ｋＷ（送電端）は供給力として
積み増せる可能性があると想定できる。

４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析（立上げ可能な休止電源）
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 これまでの長期需給バランスに、適切な時期に準備すれば供給力として積み増せる可能性がある休止
電源を追加の供給力として計上し、更に今回と同等の最大限の補修調整が実施されたと仮定した場
合の予備率を試算した結果は以下のとおり。

●2019～2028年度（８月１７時）予備率
（連系線活用後、工事計画書提出電源及び今後見込まれる供給力加算後）

４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析
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【再エネ供給力（EUE評価）】

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

太陽光
[6,252]

135 650 764 838 1,119 630 407 29 104 172 83 70

(2%) (10%) (12%) (13%) (18%) (10%) (7%) (0%) (2%) (3%) (1%) (1%)

風力
[488]

105 89 64 59 55 63 98 111 145 136 147 121

(22%) (18%) (13%) (12%) (11%) (13%) (20%) (23%) (30%) (28%) (30%) (25%)

水力
[1,828]

1,049 1,095 1,006 1,011 855 819 695 708 695 618 649 777

(57%) (60%) (55%) (55%) (47%) (45%) (38%) (39%) (38%) (34%) (35%) (42%)

再エネ計
[8,569]

1,289 1,834 1,833 1,908 2,029 1,512 1,200 847 944 927 878 968

(15%) (21%) (21%) (22%) (24%) (18%) (14%) (10%) (11%) (11%) (10%) (11%)

（単位 万kW、%）（ ）は出力比率[ ]は設備量

 一方、再生可能エネルギーの供給力（ｋＷ価値）の評価方法見直し後は、▲２～５％程度※予備
率は低下することが想定される。

※第３回電力レジリエンス等に関する小委員会資料３P.37の再エネ供給力（EUE評価）の８月値を用いて算出

 また、厳気象や稀頻度リスクに備えた必要供給力の見直しも検討されているが、現時点においては、適
切な補修調整や休止電源の有効活用が図れれば、最低限必要な供給力の確保は可能と考えられる。

４‐２‐11．取りまとめ結果についての分析



62４－３．電源構成の変化に関する分析

４－１．電力需要想定

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－２．需給バランス

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－３．電源構成の変化に関する分析

４－４．送配電設備の増強計画

４－５．広域的運営の状況

４－６．電気事業者の特性分析

４－７．その他



63４‐３‐１．2018年度末のエリア別の電源構成比（ｋＷの％表示）

 ２０１８年度末のエリア別の電源構成比（年度末設備量の％表示）を以下に示す。

（注）「石油他」は、石油・ＬＰＧ・その他ガス・歴青質混合物の合計値
「その他新エネ」は、地熱・バイオマス・廃棄物の合計値
「その他」は、複数の電源種別からなり、特定の電源に仕訳ができないもの等



64４‐３‐２．揚水発電設備量（エリア別）

 ２０１８年度末のエリア別の揚水発電設備量を以下に示す。

 エリア間で偏在している状況にあることが分かる。



65４‐３‐３．2018年度末のエリア別の発電電力量構成比（ｋＷｈの％表示）

 ２０１８年度のエリア別の発電電力量構成比（発電端電力量の％表示）を以下に示す。

（注）「石油他」は、石油・ＬＰＧ・その他ガス・歴青質混合物の合計値
「その他新エネ」は、地熱・バイオマス・廃棄物の合計値
「その他」は、複数の電源種別からなり、特定の電源に仕訳ができないもの等



66４‐３‐４．電源構成（ｋＷ）の変化（全国計）

 今後１０年間の電源構成（全国計・年度末設備量（最大出力ｋＷ））について、事業者から提出
された数字の積み上げを以下に示す。

電源構成の推移※

（※）各電源は事業者から提出された数字を積み上げたもの
（注）「石油他」は、石油・ＬＰＧ・その他ガス・歴青質混合物の合計値

「その他」は、複数の電源種別からなり、特定の電源に仕訳ができないもの等



67４‐３‐６．長期の太陽光・風力設備量の推移（エリア別）

 今後１０年間の太陽光・風力設備量の導入量見通し（年度末基準）※を以下に示す。

 後年度になるに従い、３０日等出力制御枠を超過する見通しのエリアが増加し、太陽光・風力の出力
制御が発生する可能性が高まっていることがわかる。

※エリアの一般送配電事業者が、至近の導入量推移や系統接続契約申込状況等を基に将来のエリア全体の導入量
を見積もったもの。

（注）□で囲んでいる部分は、各エリアの設定している３０日等出力制御枠を超過している部分



68４‐３‐７．発電電力量構成（ｋＷｈ）の変化（全国計）

 今後１０年間の発電電力量構成（全国計・発電端電力量（ｋＷｈ））について、事業者から提出
された数字の積み上げを以下に示す。

 今後の原子力発電の稼働状況や、将来取り引きされる電力で未確定なものがいずれの電源種となるの
か、また省エネ法による発電効率の規制措置により、将来の発電電力量の構成は異なるものとなることに
留意が必要。

発電電力量構成の推移※

（※）各電源は事業者から提出された数字を積み上げたもの。原子力については、
「未定」のものは電力量をゼロとして計上。今後の原子力の稼働状況や将来
取り引きされる電力で未確定なものがいずれの電源種となるのか等によっては
発電端電力量の構成は異なるものとなる

（注）「石油他」は、石油・ＬＰＧ・その他ガス・歴青質混合物の合計値、「その他」は、複数の電源種別からなり、特定の電源に仕訳ができないもの



69４‐３‐９．分析結果（電源別設備利用率）

 今後１０年間における各電源の設備利用率を試算した結果を以下に示す。

 新エネルギー等発電の利用率は増加傾向、逆に火力発電は減少傾向にある。

電源別設備利用率の推移

（※）原子力は、「未定」のものも含めて設備容量を計上しているため、見かけ上の設備利用率が低くなって
いるものであり、実際に稼働される発電設備の設備利用率を表すものではない。

（注）石油他は、石油・ＬＰＧ・その他ガス・歴青質混合物の合計値
太陽光および風力は、出力抑制に伴う低減効果は考慮していない



70４－４．送配電設備の増強計画

４－１．電力需要想定

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－２．需給バランス

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－３．電源構成の変化に関する分析

４－４．送配電設備の増強計画

４－５．広域的運営の状況

４－６．電気事業者の特性分析

４－７．その他
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北海道

東京

東北北陸

中部関西中国

四国
九州

50Hz
60Hz

区分
架空
（km）

地中
（km）

合計
（km）

新増設 542 6 549

廃止 △108 0 △108

合計 434 6 441

区分
変電所
（ＭＶＡ）

変換所
（ＭＷ）

新増設 17,400 1,800

廃止 △2,700 0

合計 14,700 1,800

○主要な送電線路の整備計画（こう長） ○主要な変電設備の整備計画

○地域間連系線の整備計画

連系エリア 名称 容量 使用開始年月

東北～東京
(仮 )広域連
系南幹線

－ 2027年11月

東京～中部

飛騨信濃
直流幹線

900MW 2021年3月

東清水ＦＣ 600MW 2027年度

新佐久間FC 300MW 2027年度

中部～関西
関ケ原
北近江線

－ 未定

地域間連系線のうち
届出されている箇所

※使用開始年月が未定のものはカウントしていない。
※合計値が合わないのは四捨五入の関係による。

４-４-１．送配電設備の増強計画

届出対象：使用電圧が２５０ｋＶ以上のもの及び供給区域における最上
位電圧から２階級までのもの（ただし、沖縄電力株式会社の供給区域に
あっては１３２ｋＶ以上のもの）

 主要送電線路・変電設備の整備計画を取りまとめた。549kmの主要送電線路、17,400MVAの主要
変電所、1,800MWの変換所の新増設が計画されている。

 地域間連系線の整備計画については、①（仮）広域連系南幹線、②飛騨信濃直流幹線、③東清水
FC､④新佐久間FC及び⑤関ケ原北近江線の５件が計画されている。



72４-４-１．送配電設備の増強計画

 主要送電線路・変電設備の整備計画を対策理由で分類すると以下の通り。

 火力の新増設や再生可能エネルギー導入に伴う増強計画が増加しており、電源対応としての送電設備
整備計画は昨年度から倍増する見込み（変電設備は昨年度の１．１倍）。

亘長（単位：km） 変圧器容量
（単位：MVA）連系線

関係

連系線
関係



73４-４-２．送配電設備の増強計画（系統概要図）

水力発電所

火力発電所

原子力発電所

変電所

開閉所

交直変換所

周波数変換所、BTB

凡 例
500kVおよび直流連系線

275kV以下

既設設備

2019年度供給計画届出設備

黒

赤

2019年度供給計画届出廃止設備黄

風力・太陽光発電所



74４－５．広域的運営の状況

４－１．電力需要想定

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－２．需給バランス

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－３．電源構成の変化に関する分析

４－４．送配電設備の増強計画

４－５．広域的運営の状況

４－６．電気事業者の特性分析

４－７．その他



75４-５-１．広域的運営の状況（2019年度の年間電力量ｋＷｈ）

 各エリアの電気事業者が、エリア外から調達を計画している電力量（２０１９年度の年間合計）を
集計した。

 エリア外からの調達電力量は、東京・関西・中国エリアが多く、逆に、エリア外へ供給している電力量は東北、
四国、九州エリアが多い。

 エリア外からの調達電力量の比率は、東京・関西・中国・四国エリアが高い（１０％以上）。

エリア外調達電力量 エリア外調達電力量の比率※

※各エリア需要電力量に対するエリア外調達量の比率



76４－６．電気事業者の特性分析

４－１．電力需要想定

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－２．需給バランス

（１）前年度の推定実績及び当該年度の見通し（短期）

（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

４－３．電源構成の変化に関する分析

４－４．送配電設備の増強計画

４－５．広域的運営の状況

４－６．電気事業者の特性分析

４－７．その他



77４-６-１．各エリアで事業を行う小売電気事業者数

 各エリアで事業を展開する小売電気事業者数を集計した。

 ２０１８年度に比べ、各エリアで一様に小売電気事業者が増加となっている。



78４-６-２．小売電気事業者のｋＷｈ規模別分析

 小売電気事業者を、当該事業者が計画する年間需要電力量（２０１８年度は推定実績）の規模
に応じて分類した。

 中小規模（１００億ｋＷｈ以下）の事業者が需要規模の拡大を目指している。



79４-６-３．小売電気事業者のｋＷ規模別分析

 小売電気事業者を、当該事業者が計画する最大需要電力（８月のＨ３需要）の規模に応じて分
類した。

 中小規模（１００万ｋＷ以下）の事業者が需要規模の拡大を目指している。



80４-６-４．保有する発電種別により発電事業者を分類

 発電事業者を、２０１９年度末に保有する発電設備の種類により分類した。

 再生可能エネルギー発電のみを保有する事業者が全体の４分の３を占めている。

※２０２０年度以降に事業を開始するために２０１９年度に発電設備を
計上していない事業者（８４者）は全７２５者から除外して集計している



81４-６-５．発電事業者のｋＷｈ規模別分析

 発電事業者を、当該事業者が計画する供給電力量（ｋＷｈ）の規模※に応じて分類した。

※発電事業者が保有する発電設備から発生する供給電力量計画（年度計）を全国合計したもの

 特に１００億ｋＷｈ以上の事業者が発電量を減少させる計画となっている。



82４-６-６．発電事業者のｋＷ規模別分析

 発電事業者を、当該事業者が計画する供給力（ｋＷ）の規模※に応じて分類した。

※発電事業者が保有する発電設備から発生する供給力（ｋＷ）を全国合計（８月基準）したもの

 特に、１，０００万ｋＷ未満の事業者が規模の拡大を目指していることがわかる。



83

５．供給計画の取りまとめにおいて抽出された現状の課題



84５．供給計画の取りまとめにおいて抽出された現状の課題

（１）容量市場が機能するまでの間の確実な供給力の確保に向けて

 本機関は、昨年度の供給計画の取りまとめにおいて、旧一般電気事業者が離脱需要の増加に応じて保

有する供給力を減少させていく一方で、シェアを増やした中小規模の小売電気事業者は調達先未定など

により自らが保有する供給力の割合が低いことから、結果的にエリアの予備率が減少しており、この傾向が

今後も進むものと想定した。２０１９年度供給計画の取りまとめにおいても、この傾向が続いていることが

改めて確認された。

 加えて、２０１９年度供給計画において、新たに以下の傾向及び実態が確認された。

＜供給力を積み増す動き＞

・本機関からすべての電気事業者への協力要請文の発出、並びに主要な電気事業者への個別要請及び

ヒアリングの結果、夏季・冬季の電源補修量の抑制が図られた。ただし、事業者の実情やヒアリングを踏ま

えると、作業員の制約や経済的な理由により、今後は本機関からの要請だけではこれ以上の大幅な補修

量の抑制は期待できないと考えられる。

・５０Ｈｚ地域は昨年度の厳寒時の需給状況を受け、一部の休止計画を見直し 、需給に万全を期す

動きがあった。

＜供給力を減らす動き＞

・旧一般電気事業者（小売及び発電部門）は、自エリア内では大きくシェアを落とすと想定し、これに合

わせて電源の新たな休止を計画している。ただし、容量市場の創設も見据え、短期で立ち上げ可能な状

態を維持する計画としているとともに、今後は電源の休廃止を社内決定する前の段階で、本機関が本年

４月に設置する「発電設備等の情報に関する掲示板」を積極的に活用する意向を示している。

・みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者の小売部門）間での競争が激化する中、みなし小売電

気事業者（旧一般電気事業者が過半の資本を占める事業者を含む）も自エリア外では、他の新電力

と同様、供給力を調達先未定とする傾向が見られた。



85５．供給計画の取りまとめにおいて抽出された現状の課題

（１）容量市場が機能するまでの間の確実な供給力の確保に向けて

 以上のような傾向の下で需給バランスを集計したところ、２０１９年度供給計画の取りまとめでは、連系

線活用後の需給バランス評価において、短・長期ともに適正予備率である８％を確保できる見通しとなっ

た。

 また、電力レジリエンス強化の観点で、厳気象や稀頻度リスクに備えた必要供給力の見直し及び再エネ供

給力（ｋＷ価値）の評価方法見直しが議論されているが、現時点では、適切な補修調整や休止電源

の有効活用が図れれば、必要な供給力は確保できると考えられる。

 しかし、容量市場による容量確保が開始される２０２４年度までに、今後電源の休廃止がさらに増加

する可能性も否定できず、小売電気事業者が必要な供給力を確保できない見通しになった際には、移行

期のやむを得ない対応として、一般送配電事業者が主体となって供給力を確保せざるを得ない。

 本機関としては、適切なタイミングで電源の補修調整や休止時期の後ろ倒し、再立ち上げなどの供給力

確保が確実かつ機動的に実施できるよう、電源のリクワイアメントをはじめ、供給力の確保に向けた仕

組みの詳細について検討していく。国においては、電源確保に伴う費用負担なども含めた制度的措置の

あり方について検討願いたい 。

 こうした取組と並行して、今後は供給力確保状況をきめ細かく逐次把握していくことが重要となることから、

本機関としては、電源の休廃止予定の事前把握などに注力するとともに、休廃止予定前の電源の有効活

用に向けた「発電設備等の情報に関する掲示板」の活用などの取組を徹底していく。



86５．供給計画の取りまとめにおいて抽出された現状の課題

（１）容量市場が機能するまでの間の確実な供給力の確保に向けて

2018年度供給計画 2019年度供給計画

確
認
さ
れ
た
傾
向
と
課
題

・旧一般電気事業者：需要の離脱が拡大
⇒ 保有する電源を休廃止

・新電力：シェアを拡大
⇒ 十分な供給力を保有していない

・新たな電源の休止計画が追加

・旧一般電気事業者も自エリア外の小売事業では
十分な供給力を確保していない

昨年からの傾向は継続しており、容量市場が機能
するまでの供給力不足の懸念は残る

一方で、
・徹底した補修調整により供給力が増加
・休止電源の一部は短期間で立ち上げ可能な状態

適切な補修調整や休止電源の有効活用を図れば
必要な供給力は確保できる見込み

容量市場が機能するまでの供給力不足の懸念

今
後
の
対
応

・適切なタイミングで電源補修調整や休止時期の延長、
再立上げなど、供給力を確保する仕組みを検討

・国は費用負担などの制度的措置のあり方を検討



87（参考）国の制度検討作業部会での検討内容

出典：第29回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会
（2019.2.28）から抜粋
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（余 白）
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（２）容量市場創設後の供給計画のあり方

 これまで供給力（ｋＷ）については、供給計画の中で必要量が確保されているかを確認してきた。他方、
現在、詳細検討が進められている容量市場の創設後は、その仕組みの中で必要な供給力が確保される
こととなり、現在のように調達先未定や販売先未定の供給力が増える傾向の下では、その確実な実施が
求められているものである。

 また、容量市場が創設された後の供給計画においては、その目的・役割が重複するところがあり、電気事
業者（小売電気事業者・発電事業者・一般送配電事業者）ごとに求められる計画内容や確認すべき
事項が異なってくることから、それぞれの目的・役割を整理しつつ、今後の供給計画のあり方としてより効率
的・効果的な仕組みへ変えていく必要がある。

 本機関としては、容量市場の仕組みの中で担保すべき情報を整理した上で、需給調整市場や、国の審
議会（総合資源エネルギー調査会電力・ガス基本政策小委員会、電力・ガス取引監視等委員会制度
設計専門会合）で検討されているインバランス料金制度の見直しの検討状況等を踏まえつつ、供給計画
において把握すべき情報やその目的について検討していく。国においても容量市場創設後の供給計画の
あり方について、本機関と連携して検討を進められたい。

５．供給計画の取りまとめにおいて抽出された現状の課題



90（参考）容量市場で調達する供給力

出典：「容量市場概要説明会（2019.3.1、広域機関）」当日資料から抜粋



91

（３）再エネ大量導入の下でのレジリエンス強化に向けた調整力について

 国の電力レジリエンスワーキンググループの中間とりまとめを受けて、本機関では容量市場での供給力の対
象範囲を、厳気象、稀頻度リスク等への対応も含めたものにすべく検討中であるが、これらはいわゆるアデカ
シー（必要な設備容量）の観点のものである。

 一方、本年１月の中部エリアにおける予測に対する厳寒による需要増と曇天による太陽光発電の供給力
減少により需給がひっ迫した事象については、アデカシーの確保が十分になされているだけでは不十分で
あり、調整力の確保および運用も重要であることを考えさせられるものであった。

 これら事象に関連して、国の再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会において、
今後のあり方について議論されているところであるが、当面は電源Ⅰ´の通年運用への見直しによる確保、
需給調整市場創設後は三次調整力② のΔｋＷ調達による確保を行い、これら確保した調整力を運用
していくことになる。

 本機関としては、需給調整市場創設に向けて再生可能エネルギーの大量導入を踏まえた調整力の確保
および運用のあり方について引き続き検討していくが、国においても、インバランス制度、費用負担のあり方
など関連する制度見直しについて、引き続き検討願いたい。

５．供給計画の取りまとめにおいて抽出された現状の課題



92（参考）2019年1月10日の中部エリア需給状況

出典：第36回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.2.19）資料２－１から抜粋



93（参考）2019年1月10日の中部エリア需給状況

出典：第36回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019.2.19）資料２－１から抜粋



94（参考）国の再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会での検討内容

出典：第11回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネル
ギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2018.12.26）から抜粋



95（参考）国の再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会での検討内容

出典：第11回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネル
ギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 中間整理（第２次）（2019.1.28）から抜粋

Ⅲ－２．適切な調整力の確保

３．目指すべき自然変動再エネの出力調整の在り方

（２）再エネ予測誤差に対応するための調整力の費用負担
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以 上


